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はじめに 2

◼ 今後のカーボンニュートラルに向け、新たな脱炭素電源の調整力リソースである蓄電池は、2023年度より開始した長
期脱炭素電源オークション（脱炭素電源への新規投資を対象とした入札制度）でも多数の設備が落札されている。

◼ 蓄電池のように、充放電の双方向が可能であり、かつ稼働可能なkWhの量が限定的である電源は、調整機能等の
機器特性に加えて、実需給における運用方法も調整力として活用するための重要な観点である。

◼ これまで本委員会および国の審議会等において、同様な性質をもつ揚水発電の運用方法（池水位の管理方法）
については整理されてきたものの、蓄電池の運用方法については明確に定めたものがなかった。

◼ そのため、将来の蓄電池の連系拡大を見据えて、今後の蓄電池の余力活用契約における運用方法について検討を
行ったため、ご審議いただきたい。



（参考）長期脱炭素電源オークションの概要 3

出所）第94回制度検討作業部会(2024.6.28)資料4-1
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/094_04_01.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/094_04_01.pdf


（参考）長期脱炭素電源オークションにおける蓄電池の調整機能 4

◼ 第84回本委員会（2023年3月22日）において、グリッドコード（GCまたはGTCC）や既存設備のスペックをもとに、
長期脱炭素電源オークションにおいて、揚水・蓄電池に求める共通の調整機能（GF・LFC・EDC）と制御回線
（原則として専用線）を整理した。

出所）第84回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2023.3.22)資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_84_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_84_02.pdf
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蓄電池の調整力活用の基本的な方向性について 6

◼ 今後、変動再エネが拡大する中で、調整力の脱炭素化（脱炭素型の調整力への転換）を進めていくことが必要とさ
れており、脱炭素型電源である蓄電池は、新たな調整力のリソースとして大きな役割を果たすことが期待される。

◼ 蓄電池は、揚水発電と同様に「充放電が双方向に可能でありかつkWh管理が必要」という共通の性質を持っている。

◼ したがって、時々刻々と変化する需給状況において、蓄電池が最大限その能力を発揮するためには、揚水発電と同
様の運用を行うことが望ましい※1。

※1 これらについては、TSOが調整力として活用するのみでなく、BGも市場メカニズムに基づいて合理的な計画策定することが必要である

＜高需要時対応＞
➢ 深夜やPV高出力の昼間帯などの残余需要が低い時間帯の供給余力で充電し、高需要時に放電する（ひっ迫時に

十分な放電余力を確保する）

＜軽負荷時対応＞
➢ 残余需要の比較的高い時間帯に放電し、下げ代が厳しい時間帯に充電する（再エネ余剰時に十分な充電余力を

確保する）

一般的な揚水発電の日々の運用



（参考）将来の調整力のイメージ 7

出所）第72回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2022.4.12)資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


現状の揚水発電の運用方法（池水位の管理と出力調整） 8

◼ 揚水発電の場合は、kWとkWhの双方をTSOと調整力提供者の間で連携し、管理している。

◼ 揚水発電は調整力提供者が運用の主体であり、平常時は調整力提供者が池水位の計画を立て、余力の範囲を
算出することで、一般送配電事業者はその余力範囲で運用（BG運用）することとしており、緊急時※は一時的に
TSOが池全体を運用（TSO運用）することも認められている。

◼ このため、 TSOは専用線オンラインを通じて取得するリアルタイムの発電出力（kW）や発電可能kWhを把握し
ながら、揚水発電の出力調整（メリットオーダー順に安価な調整力を活用）を行っている（以下本資料においてこう
いった現状の揚水発電における運用を「ストレージ式運用」という。）

◼ このように、一定の制限（池水位の指定）のもとではあるものの、時々刻々と変化する電力需要や再エネ出力に応
じて、柔軟に運用（電力の供給・余剰電力の吸収）することで、安定供給に重要な役割を果たしている。

※需給ひっ迫時や再エネ余剰時等

調整力提供者

TSO

広域機関システム等

kW把握・出力指令

計画取得

発電計画

需要計画

発電

発電下限

発電上限

上げ余力量

下げ余力量

ポンプアップ

kW（コマ毎） kWh（1日1点等）

上限水位

下限水位

計画水位

余力提供計画

揚水発電機

G P

上池

下池

計画提出

調整単価

上げ調整単価
（V1単価）

下げ調整単価
（V2単価）

発電可能量



（参考）一時的なTSO運用における池水位運用のイメージ 9

出所）第88回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2023.7.25)資料1-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_88_01_2.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_88_01_2.pdf


（参考）揚水発電の調整力kWh市場での取り扱い 10

出所）第47回需給調整市場検討小委員会(2024.5.15)資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_47_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_47_04.pdf


（参考）揚水発電の余力範囲に係る課題 11

◼ 揚水発電や蓄電池における余力の考え方は事業者によって解釈が分かれる可能性があり、現状の調整力kWh市
場への揚水発電の余力の供出状況からも伺えるところ。

◼ この点は、需給調整市場検討小委員会において、基本的な考え方などの整理が進められている。

出所）第53回需給調整市場検討小委員会(2025.1.24)資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_53_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_53_02.pdf


現状の揚水発電の運用方法（供給力計上・予備率算定） 12

◼ 広域予備率における揚水発電の供給力計上方法は、基本的には設備定格等に基づく発電上限値と、揚水発電の
供給力として見込める上池貯水量（調整力提供者が1日1点等提出する上下限水位）を各指定時間へ予備率
一定となるよう貼り付け（潜在計算）された値の小さい方が供給力に計上される※。

出所）第88回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2023.7.25)資料1-1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_88_01_1.pdf

※2日間の需給を見据えて常に24時間に配分する手法（24時間スライド手法）を2027年度中運用開始する方向で議論を進めている

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_88_01_1.pdf


蓄電池の基本的な方向性と調整力提供者の対応について 13

◼ 需給運用における蓄電池の役割を鑑みると揚水発電と同様の運用を行うことが望ましいことから、余力活用契約を
締結した蓄電池については、原則ストレージ式運用の適用対象とする。

◼ 蓄電池もストレージ式運用の対象にすると、一般送配電事業者と調整力提供者の双方が蓄電池のkW・kWhを連
携し、管理することになる。

◼ その場合でも、調整力提供者は卸電力市場や相対取引等におけるkWh供給力の発電や販売（充電）等に加え
て、一般送配電事業者に対する調整力の供出による精算を行うことになる。

◼ このとき、一般送配電事業者はあくまでも余力の範囲（調整力提供者の計画に影響がない範囲）を活用するため、
ストレージ式運用の対象となっても各調整力提供者の取引に影響はない。

※調整力の供出のため、余力提供計画に加えて、発電販売計画や需要調達計画等を
非調整電源である蓄電池とは別に提出する必要がある

TSO
発電可能量

＋ -

調整力提供者

卸電力市場・相対取引等の
kWh供給力取引

kWh把握・kW把握

出力（調整力）指令

調整力精算

発電販売計画※・需要調達計画※ 

・余力提供計画の提出

卸電力市場

小売事業者



蓄電池の運用に関して想定される課題 14

◼ 蓄電池は揚水発電と比較して1か所あたりのkWおよびkWhが小さいものの、将来的にその数は大きく増加すると
考えられる。

◼ 他方で、一般送配電事業者がストレージ式運用を多数の蓄電池に対し、個別に発電可能kWh等を把握しながら
余力活用することとなれば、実務面およびシステム面で課題があると考えられる。

◼ そのため、ストレージ式運用の対象とする蓄電池について、一定の考え方の整理が必要である。

TSO

✓ 相対的にkWが大きい（発電所単位で数100MW～1000MW程度）
✓ 相対的にkWhが大きい（継続時間が数時間～10時間程度）
✓ 相対的に発電所数が少ない（エリア単位で多くても10数か所程度）

✓ 相対的にkWが小さい（10MW～100MW程度）
✓ 相対的にkWhが小さい（継続時間が数時間程度）
✓ 将来は導入が拡大する見込み

G P G P

揚水発電 蓄電池



15（参考）蓄電池・揚水発電の機能の比較

出所）【産業競争力懇談会 2022年度プロジェクト 最終報告】カーボンニュートラル実現に向けた水力発電システム
http://www.cocn.jp/report/ce620bdd0297866152bbef9c4e5685e8786c34b7.pdf

http://www.cocn.jp/report/ce620bdd0297866152bbef9c4e5685e8786c34b7.pdf


16（参考）長期脱炭素電源オークション（2023年度）の落札電源一覧

出所）長期脱炭素電源オークション約定結果（応札年度:2023年度）別紙
https://www.occto.or.jp/market-board/market/oshirase/2024/files/240426_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2023.pdf

https://www.occto.or.jp/market-board/market/oshirase/2024/files/240426_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2023.pdf


（参考）長期脱炭素電源オークションの蓄電池における各種機器制約 17

◼ 蓄電池の特有の制約は応札容量に反映して応札することとしており、リクワイアメント等では考慮されない。また、余力
活用契約では、やむを得ない場合を除き、供出可能な容量や運転継続時間を制限することは認められない。

Cレート（充放電時の電流の大きさ）の抑制（応札容量に反映） DoD（放電深度）の制限（応札容量に反映）

満充電の維持の制約 サイクル数の考え方

0 3h 4h

期待容量
（kW価値）

運転継続時間

運転時間は長くなる

SOC:100%

0%

DoD:100%

蓄電池A 蓄電池B

0%

SOC:100%

50%

0 4h 0 2h 4h

半分の時間しか活用できない

期待容量
（kW価値）

期待容量
（kW価値）

DoD:50%

SOC

0時 12時 24時

維持可能時間:6時間

100%

放電不要な時間帯にも関わらず、
維持可能時間超過のため放電が必要

点灯ピーク帯の前にすでに
供給力が減少している

点灯ピーク帯

充放電時の電流値が減少し
期待容量を発動できなくなる

どちらも面積は等しく充放電1サイクル

原則として、1日1サイクルを超える運用は行われないただし、契約期間の総サイクル数を
超えない範囲で、一時的に1日1サイクルを超える場合もある。

出所）長期脱炭素オークション制度詳細説明会資料を元に作成
https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/20240920_youryou_syousaisetsumei_long.pdf

余力活用契約において認められない制約の例

https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/20240920_youryou_syousaisetsumei_long.pdf
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長期脱炭素電源オークションにおける蓄電池の位置づけ 19

◼ 揚水及び蓄電池は、変動性再エネに対する調整力として「充放電が双方向に可能でありかつkWh管理が必要」と
いう点で同様の機能を有し、さらに脱炭素型の調整力であることから、今後の重要性が高まると考えられる。そのため、
長期脱炭素電源オークションでは、揚水と蓄電池ができるだけ同じ条件で競争できる環境の整備が求められた。

◼ また、長期脱炭素オークションは20年間の固定費が支払われた上で利益の1割を得ることが可能なことから、卸電
力市場や余力活用によりkW価値が発揮され、需給運用に貢献することが望ましい。

出所）第56回電力ガス基本政策小委員会(2022.11.24)資料4-2
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/056_04_02.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/056_04_02.pdf


（参考）長期脱炭素電源オークション（2023年度）の約定結果 20

出所）長期脱炭素電源オークション（2023年度） 約定結果（2024年4月26日）
https://www.occto.or.jp/market-board/market/oshirase/2024/files/240426_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_ousatsu2023.pdf

◼ 初回の長期脱炭素電源オークションにおいて、蓄電池は455.9万kWが応札し109.2万kWが約定した。

蓄電池は
応札量455.9万kW
約定量109.2万kW

https://www.occto.or.jp/market-board/market/oshirase/2024/files/240426_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_ousatsu2023.pdf


容量市場における蓄電池の位置づけ 21

◼ 蓄電池のうち、期待容量が1000kW以上であり、かつ1日1回以上連続3時間以上の運転継続が可能な能力を有
する場合は安定電源を選択することも可能となった。

◼ また、調整機能を有する安定電源は余力活用契約をTSOと締結することが求められているため、安定電源として応
札し、かつ調整機能を有する蓄電池は余力活用契約を締結し、調整力として活用されることになる。

出所）容量市場メインオークション 制度詳細説明会資料（2023年7月）
https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/20230718_youryou_shousaisetsumei.pdf

https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/20230718_youryou_shousaisetsumei.pdf


（参考）容量市場メインオークション（2023年度）の約定結果 22

出所）メインオークション（2023年度） 約定結果（2024年1月24日）
https://www.occto.or.jp/market-board/market/oshirase/2023/files/240124_mainauction_youryouyakujokekka_kouhyou_jitsujukyu2027.pdf

◼ 容量市場メインオークション（2023年度）では、安定電源として登録された蓄電池の応札容量は8万kWであった
（これらの蓄電池のうち一部が調整機能を有する。）

https://www.occto.or.jp/market-board/market/oshirase/2023/files/240124_mainauction_youryouyakujokekka_kouhyou_jitsujukyu2027.pdf


ストレージ式運用の適用対象とする蓄電池の種別について 23

◼ 前述の通り、余力活用契約を締結した蓄電池については、原則ストレージ式運用の適用対象とするが、小規模蓄
電池も含めると、数が多いため中給システムの計算負荷が大きく、実務面も機能しないと想定される。

◼ そのため、長期脱炭素電源オークションや容量市場で落札された調整機能を有する蓄電池のうち、10MW以上
※1の専用線オンライン接続※2の蓄電池をまずはストレージ式運用の適用対象にすることとしてはどうか。

◼ 容量市場で落札されていない余力活用契約を締結した蓄電池（10MW以上※1の専用線オンライン接続※2の場
合）は、事業者がストレージ式運用を希望し、TSOの需給運用にも資する（例えば、放電可能時間が3時間以上
であるなど）場合も、個別協議のうえ、ストレージ式運用の適用対象とすることも可能としてはどうか。

◼ なお蓄電池の予備力計上方法や余力の考え方は、ストレージ式運用の対象とする場合は揚水発電と同様にするこ
とが基本となるが、その詳細は揚水発電の計上方法や余力の考え方の議論に合わせて検討していく。

余力活用契約を締結した蓄電池
制御回線

専用線オンライン 簡易指令システム※2

長期脱炭素電源オークションで
落札された蓄電池

10MW以上 ●：対象 対象外

10MW未満 （オークション要件外） （オークション要件外）

容量市場で
落札された蓄電池

10MW以上 ●：対象 対象外

10MW未満 対象外 対象外

その他の蓄電池
10MW以上 ▲（個別協議） 対象外

10MW未満 対象外 対象外

※2 簡易指令システムは充放電可能量等の情報を取得する機能を具備しない。機能の具備には大規模な改修が必要となり簡易指令システムの位置付けにそぐわない
ため、専用線オンライン接続に限定する。（長期脱炭素電源オークションでは光ケーブル回線で施工できない100MW未満の設備を除き専用線オンラインである）

※1 2023年度の長期脱炭素電源オークションの最低容量
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出所）第84回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2023.3.22)資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_84_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_84_02.pdf
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◼ ストレージ式運用の適用対象外とした蓄電池が余力活用契約を締結する場合は、調整力提供者は各コマの発電
計画（放電する計画値、および放電の上限・下限値）、需要計画（充電する計画値）、余力提供計画（充電
の上限・下限値）を提出し、それらの計画の範囲内でTSOは出力調整（メリットオーダー順に調整力を稼働）を行
うことになる。

◼ この運用は、TSOが発電可能kWhを把握せず、ストレージ式運用に比べて簡易な運用である。また、あくまで調整力
提供者があらかじめコマ毎に指定する余力範囲内でTSOが運用するため、蓄電池が有する調整能力が必ずしも発
揮されないことも考えられる。

0時時点の各コマの計画値と供給力計上計画提出・運用イメージ

kWh（充電容量）を反映した計画を調整力提供者が作成し
TSOは直接把握しない

ストレージ式運用のような予備率一定のkWh配分は行われず、計
画計上されていた時間に供給力（予備力）が計上される
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◼ 蓄電池のストレージ式運用にあたり、特にTSOの中給システムの改修が必要になる。主たる対象の長期脱炭素電源
オークションで落札した蓄電池の運転開始までに対応するため、TSOはシステム改修等の対応を進めていく。

◼ なお、現在、TSOにおいて次期中給システムの開発が進められているが、今回提案した蓄電池の運用に対応したシス
テム開発を行っていないため、今後追加のシステム開発の検討が必要となる。

◼ そのため、開発状況によっては、次期中給システムの運用開始時点では一定期間はストレージ式運用を適用できな
いことも考えられる。そのような場合の対応は今後のシステム開発状況を注視しつつ、TSOと連携して暫定対応の検
討を行っていくことにしたい※。

2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度以降

長期脱炭素電源
オークション

中給システム改修
（現行中給）

中給システム改修
（次期中給）

★初回オークション

★供給力提供開始

システム改修

システム開発（着手済） ★ 2020年代後半
に1社目運開

システム改修（要件追加）
必要に応じて
暫定対応検討

※ 調整力の調達及び電源運用の最適化を行う「同時市場」の導入検討も進めており、その検討の方向性によって将来のストレージ式運用自体が変わる可能性がある
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◼ 次期中給システムのSCUC（Security Constrained Unit Commitment：系統制約を考慮した電源の起動
停止計画）は全国での電源の起動停止計画を作成するものである。

◼ この実現に向けては、いくつかの課題が想定されており、その一つに、日本特有である高い揚水発電比率を考慮した
最適化計算が挙げられている。そのため、蓄電池を揚水発電と同様に扱うことの実現性も課題になると考えられる。

出所）第1回同時市場の在り方等に関する検討会(2023.8.3)資料7
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_07_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/001_07_00.pdf
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出所）第12回同時市場の在り方等に関する検討会(2024.9.25)資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/012_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/012_03_00.pdf
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◼ 今後は脱炭素電源である蓄電池が調整力を供出するリソースとして、一層重要な役割を担うことになると考えられる。

◼ そのため蓄電池は、揚水発電と同様に、調整力提供者が策定するkWの計画値やkWhの計画値に基づき、TSOは
リアルタイムに発電可能kWhを把握しながら運用する「ストレージ式運用」を行うことが望ましい。

◼ ストレージ式運用の対象は、実務面やシステム面を考慮し、長期脱炭素電源オークションに落札した蓄電池と容量
市場メインオークション・追加オークションに落札した10MW以上かつ専用線オンライン接続の蓄電池（ただし安定電
源のもの）にすることとしてはどうか。

◼ なお、上記以外の10MW以上の余力活用契約を締結する蓄電池（専用線オンライン接続の場合）については、
TSOがストレージ式運用を行うことで円滑な需給運用に資する場合、事業者間で個別協議のうえで、ストレージ式
運用の適用対象にすることも可能としてはどうか。

◼ なお予備率においても、ストレージ式運用の対象とする場合は揚水発電と同様に計上することが基本となるが、その
詳細は揚水発電の計上方法や余力の考え方の議論に合わせて検討していく。

今回の提案

◼ 長期脱炭素電源オークションで落札した蓄電池の運転開始に向けて、TSOは中給システム改修等の対応を進めて
いく。

◼ なお、現在進めている次期中給システムの開発状況によっては、ストレージ式運用を一定期間適用できないことも考
えられる。開発状況を注視しつつ、必要に応じて暫定対応の検討を行う。

今後について


